市川市短期集中予防サービス事業業務委託仕様書
　　　　　　　　　
この仕様書は、市川市（以下「委託者」という。）が発注する下記の業務に関して、受託者が当該業務を履行するために必要な事項を定めるものとする。
１　件　　名　　
市川市短期集中予防サービス事業業務委託
　　
２　業務目的　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　生活機能が低下した高齢者を対象に、専門職が訪問又は通所により短期間集中して介入するこ
とで、介護予防についての意識や日常生活の活動性を高め、またサービス利用終了後の社会参加や活動的な生活の継続を支援することで、高齢者が自信を持って自分らしい暮らしを続けられるようになることを目的とする。
　　　　　　　
３　委託場所　　
　　市内に住所を有する病院・診療所・介護保険施設　または　居宅サービス事業所・地域密着型サービス事業所のうちいずれかの事業所
４　委託期間　　
令和７年４月１日から令和８年３月３１日
５　共通事項

（１）対象者　　　
介護保険被保険者のうち要支援認定者又は介護予防・日常生活支援総合事業の対象者のうち、以下の全ての要件を満たす者とする。
ア　介護保険法第58条第1項に定める指定介護予防支援又は介護保険法第115条の45第1項第1号ニに定める第一号介護予防支援事業に基づき、短期集中予防サービスが位置付けられた者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
イ　生活行為の改善に向けた支援が必要な者　

　　ウ　サービスの目的や内容を理解し、事業参加を希望する者
（２）提供場所　　　　　　　　　　　
　　受託法人が運営する市内事業所及び受託者が指定する場所とするが、通所介護事業所等の指定サービス事業所にてサービスを実施する場合は、他の介護保険サービス等とは区分して提供すること。
（３）利用者負担
　　利用にかかる利用者負担は求めない。
（４）介護予防事業への協力
　　当該事業に関連して実施する介護予防に資する取組に協力すること。
６　業務内容
受託者は、利用者の管轄地区の高齢者サポートセンター及び委託を受けた指定居宅介護支援事業者又は対象者が当事業の利用を希望した時点において介護予防支援を行っている指定介護予防支援事業者（以下「ケアマネジメント担当者」という。）と連携し、以下の手順により本事業を行う。

　（１）受託者は、ケアマネジメント担当者からサービス利用を希望する者（以下「利用希望者」という。）が対象者であることを確認したうえで、利用希望者、ケアマネジメント担当者とサービス提供日の日程等の調整を行うこと。　
（２）受託者は利用希望者に対し、利用届出書（様式第１号）を用いて説明を行い、同意を得、利用届出書（様式第１号）は委託者に提出すること。
（３）開催期間・回数
ア　プログラムは、３か月１クールとし、概ね週１回（月４回）の個別支援プログラムを全
１２回実施する。
　　　イ　サービス提供に係る実施時間は、１回あたり概ね６０分とする。
　　　　　　（４）受託者は、利用者の身体状況等により必要に応じて訪問及び通所によるサービスを組み合わせてサービスの提供を行うことができる。
（５）受託者は、利用者の都合によりプログラムが一定期間中断した場合は、一旦サービスを終
了させるものとし、個別サービス計画書及び評価表（様式第２号）に終了事由・終了日（最

終のサービス提供年月日）を記載し、委託者に提出すること。

（６）実施内容
　　ア　地域ケア会議への参加（必要時）
　　イ　個別サービス計画の作成
　　ウ　個別支援プログラムの実施
　　　①運動器向上プログラム
　　　②生活行為改善プログラム
　　　③セルフマネジメント向上プログラム
　　エ　体力測定（初回および終了時）
　　オ　中間評価及び最終評価の実施
　　カ　アセスメント訪問及びモニタリング訪問（利用者１名に対し、下記内容で２回目安）
　　　①アセスメント訪問（必須）
　　　②モニタリング訪問　（契約期間内）
（７）実施手順
　　　ア　情報の共有及び利用決定
　　　　ケアマネジメント担当者より、利用希望者について、情報提供を受け利用の有無を決定する。
　　　イ　アセスメント訪問の実施
　　　　サービス開始前にアセスメント訪問を行い、支障をきたしている生活行為やその原因、家屋や周辺環境等のアセスメントを実施する。
　　　ウ　利用者記録についての説明
　　　　サービス開始前及び実施中に利用者が記入する記録表（別紙１）について、説明し記入してもらうこと。
　　　エ　個別サービス計画の作成
　　　　アセスメント訪問の結果や利用者の意向、体力測定の結果を踏まえ、個別サービス計画書及び評価表（様式第２号）に基づき個別支援計画を作成するとともに、ケアマネジメント担当者に提出する。
オ　サービス開始
　　　（ア）運動器向上プログラム
　　　　　ストレッチ、筋力、バランス運動の個別指導を行う。指導の際は原則として体に触れず、マシン等の使用は不可とする。また、初回及び終了時に行う体力測定は本プログラム時間内にて実施する。

（イ）生活行為改善プログラム

生活課題に関し、個別指導を行う。



　　　（ウ）セルフマネジメント向上プログラム



取り組みの評価と振り返りを行い、セルフマネジメントの定着に向けた助言を行う。
　　　（エ）活動・参加への支援
　　　　　サービス終了後の社会参加を見据えた支援を行う。又、生活支援コーディネーター等と
　　　　　の連携を図る。　　　
　　　カ　実施報告
　　　　事業実施報告書（様式第３号）及び利用実績報告書（様式第４号）にて毎月末とりまとめ

市へ提出するとともに、事業実施報告書の写しをケアマネジメント担当者に送付する。
キ　中間評価
　　　　サービス実施状況の成果と目標達成状況、残された課題の確認を行い、必要に応じて支援
内容の修正を行う。
　　　ク　最終評価
　　　　本人の取り組み状況、サービス実施の成果、課題として取り上げた生活行為の達成状況に
ついて総合評価を行うとともに、モニタリング訪問の必要性を検討する。
また、評価記入後、個別サービス計画書及び評価表（様式第２号）の写しをケアマネジメント担当者に送付する。

　　　ケ　モニタリング訪問（必要時）
　　　　セルフマネジメント定着状況及び生活状況の確認、継続支援のための助言を行う。

　（８）送迎
　　　　送迎については、受託者の責任において実施すること。
　　　　送迎範囲は、受託者が決めた範囲とし、送迎の手段は安全かつ合理的な手段を受託者が選択できるものとする。　
　　　　　　　
７　従事職員体制
　（１）業務の受託にあたり、受託責任者を配置すること。

　（２）理学療法士、作業療法士のうち、３年以上の実務経験を有する者が専らサービスの提供にあたること。

　（３）通所サービスを同時に提供する利用者の数が３人を超えるときは、３人を超えるごとに前項の従事者を1人配置すること。
（４）サービス提供にあたる者のうち1名以上は、市川市リハビリテーション協議会が開催する短期集中予防サービスに係る研修に参加すること。
８　業務実施上の留意点　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）危機管理

ア　実施に当たっては、安全確保に十分配慮すること。

イ　安全管理マニュアルを作成し、内容について委託者の確認を得ること。またマニュアルを更新した際には、その都度、委託者に確認を得ること。

ウ　利用者の緊急事態に対応できる体制を確保すること。
エ　利用者の事故等に備えて、自宅と実施場所の移動中の事故も対象とする傷害保険に加入
すること。

（２）事故発生時の対応

ア　利用者に対する本サービスの提供により事故が発生した場合は、本市、当該利用者の家
　　族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講ずること。
　　　イ　前項の事故の状況及び事故に際して採った措置について記録しておくこと。
　　　ウ　利用者に対する本サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行うこと。

（３）サービス中止の決定

ア　災害等により、受託者が利用者の安全の確保が難しいと判断した時は、サービスを中止することができる。その場合には、振替日を設けるものとする。

ただし、それが困難な場合には、受託者と委託者が協議するものとする。

イ　感染症対策等として、委託者がサービスの延期または中止を決定できるものとする。延期の場合には、委託期間内で日程を調整して実施する。

それが困難な場合には、受託者と委託者が協議するものとする。
（４）その他

避難経路と地域の避難場所を確認し、必要に応じて利用者を安全に避難場所へ誘導すること。

９　業務実施日及び業務時間
　（１）業務実施日

　　　１２月２９日から１月３日までの日は除く。

（２）業務時間

　　　午前９時から午後６時まで。
１０　添付資料

①利用届出書（様式第１号）
②個別サービス計画書及び評価表（様式第２号）
③事業実施報告書（様式第３号）

④利用実績報告書（様式第４号）
⑤提出書類変更届（様式第５号）

⑥業務完了報告書（様式第６号）

⑦完了届（様式第７号）

⑧利用者記録表（別紙１）
１１　提出書類及び報告書

（１）契約後

受託者は、契約締結後１０日以内または業務開始前に、次に掲げる書類について委託者に提出
　すること。提出後に変更が生じた際には、変更が生じる日までに提出書類変更届（様式第５号）に該当の書類を添付し、提出すること。

①業務体制、事業責任者名、従事者名、緊急の連絡体制、工程表（案）の記載をした業務実施計画書
②安全管理マニュアル

③従事者免許（写し）
④傷害保険加入申込書等保険領収証（写し）
（２）毎月

受託者は、実施月の翌月１０日までに（業務完了月は当月末までに）次に掲げる書類につ
いて委託者に提出すること。
①利用届出書（様式第１号）※利用申込者がいた場合

②事業実施報告書（様式第３号）

③利用実績報告書（様式第４号）
④個別サービス計画書及び評価表（様式第２号）※終了者がいる場合
　　⑤業務完了報告書（様式第６号）

（３）業務完了時

受託者は、業務完了後、次に掲げる書類について委託期間終了日までに、委託者に提出すること。

①完了届（様式第７号）

１２　委託料の支払方法
（１）業務の委託料は、各月の業務実績に基づき支払う実績払いとし、利用実績報告書（様式第４号）に基づく合計金額とする。なお、本事業は消費税法第６条及び消費税法施行令第１４条の２第３項第１２号の規定に基づき非課税とする。
（２）受託者は、前項に定める委託料を、委託者が指定する方法により委託者に請求すること。
（３）委託者は、前項に定める請求書を受理後、審査のうえ適正と認められる場合は、３０日以内
　　に委託料を支払うものとする。
１３　その他　

（１）受託者は委託者の要求に応じ、随時進捗状況の報告を行うものとし、委託者は受託者の業務
履行状況を不適当と認めた場合は、その理由を明示し業務の改善を受託者に求めることができ
る。

（２）受託者は、この業務の履行に当たり、委託者又は第三者に損害を及ぼした場合は、委託者の
責に起因する事由による場合を除いて、その損害賠償の責を負わなければならない。

（３）受託者は、業務の履行による個人情報の取扱いに当たっては、個人情報の保護に関する法律
を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう努めなければならない。

（４）受託者は、業務の履行上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならず、かつ、他の目的に使用
してはならない。契約終了後も同様とする。

（５）業務の履行に当たっては、労働基準法その他関係法令を遵守しなければならない。
（６）成果物についての著作権は、委託者に帰属するものとする。
（７）この仕様書に定めのない事項及び疑義の生じた事項への対応については、委託者と受託者が
その都度協議の上、決定するものとする。
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